


























































































③ ALM（asset liability management）







































































製造 輸入 計 製造 輸入 計 製造 輸入 製造販売 計
医療用 ５５２ １６０ ７１２ ６６７ １４９ ８１６ ８２６ ２４９ １９２ １，２６７
一般用 ９５１ ２６ ９７７ ５６１ １６ ５７７ １，１７１ ３３ ０ １，２０４






































































































































































































全世界 日 本 △不足





































































































































米欧日のいわゆる３極中心の ICH（International Conferense on Harmonization of
























































































































○ △ ○ １年半後
公開に統
一米は公開しなくてもよい
他国の出願
日を自国に
適用するか
○ × ○
１年以内
に出願な
ら適用
（出所）『日本経済新聞』２００６年１１月２２
日付。
製薬企業の研究開発と「治験」・特許 １９５
 儀我壮一郎・上田広蔵・蔵本喜久『武田薬品・萬有製薬〔メルク〕』大月書
店，１９９６年１１月。
 儀我壮一郎『薬の支配者』新日本出版社，２０００年１月。
 同「医薬品産業の国際的再編成と日本企業の立場」『医療労働』４１８号，２０００年１月。
 同「現代医療における諸矛盾」『経営情報学部論集（浜松大学）』１３巻１号，２０００
年６月。
 同「現代医療における倫理的諸矛盾」『経営情報学部論集（浜松大学）』１３巻２
号，２０００年１２月。
 同「『多国籍製薬企業』に関する試論」専修大学『社会科学年報』３５号，２００１年
３月。
 同「日本の医療と医薬品産業の新局面」『専修経営研究年報』２５号，２００１年３月。
	 同「『多国籍製薬企業』と生命科学の新局面」『経済』２００１年３月号。

 同「『IT（情報技術）革命』と２１世紀の保健・医療・介護」『医学評論』（新日本
医師協会）１０３号，２００１年６月号。
 同「『多国籍製薬企業』と戦争」専修大学『社会科学年報』３６号，２００２年３月。
 同「多国籍製薬企業と日本」『専修経営研究年報』２６号，２００２年３月。
 同「生物兵器と多国籍製薬企業」『経営情報学部論集』（浜松大学）１５巻１
号，２００２年６月。
 同「生物兵器の謎と多国籍製薬企業」『月刊保団連』２００２年９月号。
 同「転換期の日本医薬品産業」『専修経営研究年報』２７号，２００３年３月。
 同「生物・化学兵器と『多国籍製薬企業』」『経済』２００３年６月号。
 同「医薬品産業における企業の合併と買収」『経営情報学部論集（浜松大学）』１６
巻２号，２００３年１２月。
 同「日本における製薬企業の新局面」『専修経営研究年報』２８集，２００４年３月。
 同「『多国籍製薬企業』の新局面」専修大学『社会科学年報』３８号，２００４年３月。
 同「規制緩和と規制強化の危険な組み合せ」『月刊国民医療』２０４号，２００４年９月。
 同「薬害に関する試論」専修大学『社会科学研究年報』３９号，２００５年３月。
 同「大転換期の医療と多国籍企業」『月刊国民医療』２００５年７月号。
 同「製薬会社の手はきれいか―生物化学兵器の研究開発と使用の歴史的系譜」
『大阪保険医雑誌』２００５年８・９月合併号。
 同「米国・日本・中国における医療の新動向」専修大学『社会科学研究年報』４０
号，２００６年３月。
 同「生物兵器の政治経済学とマスメディア」『専修経営研究年報』３０集，２００６年
３月。
 同「生物・化学兵器と製薬企業の歴史的役割」『月刊国民医療』２００６年１０月号。
１９６ 専修経営研究年報
